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理事就任にあたって 新しい研究部門の紹介

　防災科学技術研究所の独立行政法人

への移行にともなって、片山理事長を

支える立場で研究所の運営に参画させ

て頂くことになりました。

　私は民間企業における研究開発に30

年、さらに研究開発型企業の経営に８

年間携わってまいりました。その間、

個々の研究者のポテンシャルや研究成

果を企業としての業績成果に結びつけ、

ひいてはそれらを社会や人類の幸福の

ために活かすことに微力ながら努力を

してきました。これらの経験が独立行

政法人の設立の趣旨である研究所の効

率化など運営方針の遂行に少しでもお

役に立てればと考えています。

　防災は国民の生命や財産を災害から

守るという、国にとって大変重要な使

命です。一方で防災の研究は自然現象

を対象にしており、その現象の解明は

きわめて難しく、多岐にわたる学問分

野の知識と知恵を総動員してあたらな

ければ解明で

きません。この

使命を果たすために、現在大変厳しい

状況にある限られた国の財政の中で、

最大限のしかも具体的な成果をあげて

いくことが求められています。したが

って個人や一研究機関の努力の積み重

ねでは限界があります。研究所内部は

もちろん、国内外の研究機関、民間企

業等の研究者が連携・協力し、それぞ

れの研究者やグループの努力が極力無

駄にならないようなプロジェクトの運

営が必要です。また、計測技術、情報

通信技術など他分野における研究の成

果を最大限に活用して、研究の効率と

スピードを上げていくことも重要と思

います。当研究所に与えられた使命・

目標を達成するために微力ながら力を

尽くす所存でございますので、関係各

位のご支援ご指導をよろしくお願いい

たします。

　わが国では、世界でも類を見ないほ

どいろいろな種類の自然災害が発生し

ています。国土の約70％が山地で、そ

のほとんどが急峻な地形や脆弱な地質

からなるうえ、台風や梅雨等による集

中豪雨や活発な地震火山活動が災害を

引き起こすからです。

　総合防災研究部門では、地震、豪雨、

強風、土砂崩れ、洪水などの現象とそ

れらがもたらす自然災害の原因を究明

し、災害を未然に防いだり、被害をで

きる限り少なくすることを目的に研究

を進めています。

　地球温暖化が災害をもたらす影響を

明らかにするためのモデル計算のほか、

大型の震動台や雨を降らす実験施設な

どを用いて自然現象を再現させ、災害

発生のメカニズムを明らかにしたり、

災害が発生したときどのように対応す

れば被害をもっと軽くできるか、など

の研究を行っています。大きな自然災

害が起きると、現地に行って、なぜこ

のような大災害が発生したのかを詳し

く調査して、今後の防災対策に役立て

ます。

　この部門での代表的なプロジェクト

のひとつは、「豪雨による土砂災害の

発生予測に関する研究」です。これは

地すべりの起きそうな場所を書き込ん

だ地図（地すべり地形分布図）を作成

して、道路やダムをつくる際の資料と

して役立てようということと、最先端

のレーダーを使って降雨量を推定し、

がけ崩れが起きやすいところを予測し

ようという研究です。また、これらの

成果を誰でも分かるような３次元画像

で表現し、インターネットで情報を提

供する技術も併せて開発します。

 （総合防災研究部門　部門長

　森脇　寛）

　固体地球研究部門の主な研究テーマ

は、地震活動の推移や、地震が発生す

る可能性を判断するための研究、火山

噴火予知に関する研究です。具体的な

研究テーマとそれらの目標は以下の通

りです。

（１）関東・東海地域における地震活

　　　動に関する研究

　東海地震の発生が心配されています

が、防災科研では、関東・東海地域で、

2000年9月11日東海豪雨による西枇杷島町新川の破堤（愛知
県提供）では、名古屋市、西枇杷島町を中心に58万人に避難
命令が出され、浸水被害は65,410棟に達しました。

総合防災研究部門

固体地球研究部門

　国の仕事は、大きく分けて法律や国の

基本的な計画を作るものと、それに基づ

いて具体的なサービスを提供したり、試

験研究を行うものの２つに分けられます。

後者の仕事では、質の高いサービスを、

時宜にかなって提供することが求められ

ています。今回の中央省庁等行政改革で

は、そのことが行える組織として、これ

までの国の組織の仕組みにはなかったよ

うな柔軟性を持つ組織として、独立行政

法人が作られました。

何が変わるのでしょう

　独立行政法人では、担当大臣から示さ

れる目標を達成したかが問われ、実施の

方法ではかなりな自由度が認められてい

ます。一定の期間ごとになされる外部評

価によって、不都合があると認められた

場合には、変更が時を移さずできるなど、

柔軟な対処ができるようになりますが、

給与も成績に応じて決めることができま

すので、国民により良質のサービスをよ

り早く提供できるようになります。
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独立行政法人･防災科学技術研究所

　理事　早 山 　 徹


